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研研究究成成果果のの概概要要 

本研究は，2050 年のカーボンニュートラルを実現した社会を想定し，現在からの社会変容における技術的課題お

よび経済的影響などに関する基礎的な検討を目的としている。また一拠点のクローズドなシステムではなく，複数拠

点がつながった地域循環型ネットワークシステムの構築という視点からモデル化を総論及び各論からアプローチし

ていくことを特徴としている。 

今年度は，モデル化を行うために必要となる基礎的なデータ，情報収集を行い，現状の整理及び課題抽出を行い，

地域の電力消費量・再エネの現状把握により，カーボンニュートラルの実現には，エネルギー消費量の大幅な削減と

再エネの増加が必要であることが見えてきた。 

 

研研究究分分野野：：電力工学，建築学，環境学，経営学，行動経済学 

キキーーワワーードド：：ゼロカーボン社会，エネルギーマネジメント，まちづくり，行動変容 

 

 

1．．研研究究開開始始当当初初のの背背景景 

 政府は，2050 年までに企業や家庭から出る二酸化炭素

（CO2）などの温室効果ガスを減らし，森林による吸収分

などと相殺して実質的な排出量をゼロとするカーボンニ

ュートラルの実現を目標として掲げている。このような状

況の中で，政府は 2020 年に「グリーン成長戦略」を打ち

出し，カーボンニュートラルの実現に向けて多面的な取り

組みを提案してきている。具体的な計画は，住宅に関して

2030 年までに新築平均で排出量をゼロに，再生可能エネ

ルギー（再エネ）に関して 2040年までに最大 4500万 kW

の洋上風力を導入，自動車に関して 2030 年代半ばまでに

新車販売をすべて次世代自動車にして排出量を削減する

となっている。 

 カーボンニュートラルの実現にはこれらを独立した課

題として捉えるのではなく，有機的なつながりを有した一

つのシステムとして捉えることが重要となる。いわゆるゼ

ロカーボン社会の構築である。そこで学術的，実証的な側

面から再エネを軸としたゼロカーボン社会のモデル化が

急務な課題となっている（図 1）。この課題解決に向けて，

住宅，自動車，再エネといった工学的視点と「経済」と「環

境」を両立する環境配慮型への人の行動変容といった経営

学的視点からのアプローチが必要となってくる。 

 

図 1 2050年ゼロカーボン社会のイメージ 

 

学術的にみると，技術的側面は工学，空間的側面は建築

学，環境的側面は環境学，環境工学，企業及び個人の行動 
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図 2 本研究のイメージ図 

 

は経済学，経営学といったように縦割りの形で研究が進ん

でいる。そこで本研究が特徴とする学際的な文理融合型が

重要となってくるのである（図 2）。 

 

2．．研研究究のの目目的的 

本研究は，2050 年にカーボンニュートラルを実現した

社会を想定し，現在からの社会変容における技術的課題及

び経済的影響などに関する基礎的な検討を実施していく。

具体的には 2050 年に実現すべきゼロカーボン社会のモデ

ル化を行う。また本モデルと実態社会とのギャップを明ら

かにし，このギャップを埋めるための解決方法を工学的お

よび経営学的視点から検討を行い，実践していく。 

 本研究の特徴は，一拠点のクローズドなシステムではな

く，複数拠点がつながった地域循環型ネットワークシステ

ムの構築という視点からモデル化を総論及び各論からア

プローチしていくことである。 

 本研究の役割は次のとおりである。地下都市空間及び郊

外に関する空間的評価に関する研究を河路教授が，まちづ

くり，環境影響評価に関する研究を武田教授が，エネルギ

ーマネジメント，地下都市空間における直流給配電の可能

性についての検討，電動車と公共交通機関との連携を軸と

したシステム構築に関する研究を雪田教授が，人流，消費

行動及び環境配慮行動の分析及び動機づけに関する研究

を後藤教授，福澤講師，羽田が担当することになっている。 

 

3．．研研究究のの方方法法 

 本研究は，「学術」と「実証」のサイクルを回しながら

進めていく。まず学術的側面では，工学系，情報系，社会

科学系それぞれの知見を活かし，各論として研究を積み上

げていく。そしてこの各論を総合的に体系化し，2050 年

に実現すべきゼロカーボン社会のモデル化を行い，社会実

装に向けた道筋を立てていく。 

 実証的側面では，地下都市空間の対象をセントラルパー

ク（栄），エスカ（名古屋駅），住宅を中心とした郊外を瀬

戸市等，再エネを中心とした郊外を田原市等とし，実証実

験を行っていく。 

 

4．．研研究究成成果果 

令和 3年度は，モデル化を行うために必要となる基礎的

なデータ，情報収集を行い，現状の整理及び課題抽出を行

ってきた。研究成果の一部が以下のとおりである。 

 第 1 は，地域の電力消費量・再エネの現状把握である。

セントラルパークが位置する名古屋市中区，郊外の瀬戸市

及び田原市の 2020 年度の販売電力と太陽光発電の買取量

の比較分析を行った（図 3）。この現状把握において，カー

ボンニュートラルの実現には，エネルギー消費量の大幅な

削減と再エネの増加が必要であることが見えてきた。 

 

図 3 販売電力と太陽光発電の買取量 

 

 第 2は，再エネ（特に太陽光発電）の普及に向けたデー

タの活用可能性を検討してきた（図 4）。具体的には，建

物，統計データを活用した各地区のエネルギー消費量の推

定の可能性や建物の面積などのデータ活用の可否である。

また航空写真データからの太陽光発電パネルの設置位置，

面積などの算出可能性や今後の設置可能性面積等の検討

可否である。 

第 3 は，ZEH データの分析である（図 5）。今年度は，

環境共創イニシアチブが公表している ZEH の実データよ

り，ZEH 認定住宅の実情を把握し，今後，ZEH の増加に

よりどの程度の再エネの余剰が期待できるのかという試

算のための準備を行った。 

さらに令和 4 年度に計画している実証実験を行う場と

して，株式会社セントラルパークと調整を行い，次年度か

ら実証に取り組める準備を進めてきた。併せてセントラル

パーク内の電気配線図，電気需要特性，空調設備状況， 
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図 4 太陽光発電パネルに関するデータ検討 

 

図 5 ZEH データの分析 

 

駐車場の状況，防犯カメラの設置状況等の確認を行ってき

た。 

 次年度は，地下都市空間（主にセントラルパーク）と郊

外を関連付けながら，下記のとおり研究を展開していく予

定である。 

 

(1) 再エネ，蓄電装置と親和性の高い直流系統で結合させ

る直流グリッドの検討 

(2) 再エネの主力電源化とこれら装置導入に関する環境

アセスメントの実施 

(3) 地下都市空間におけるエネルギー消費の分析及び省

エネの試算 

(4) 住宅を中心とした郊外におけるエネルギー消費の分

析，再エネ及び省エネの試算 

(5) セントラルパークを含む都市居住環境の充実に向け

た調査及び分析 

(6) 環境配慮型への個人の行動変容に関する調査及び分

析 

(7) 人流解析による密の緩和及び人流の最適化 

 

上記の研究において，エネルギー需要・供給バランス，

人の行動様式等は外部環境（気温，湿度等）に大きく影響

を受けることから，気象観測装置，湿度計，二酸化炭素濃

度計等を活用し外部環境と関連づけたデータ収集，分析を

行っていく。また，これらデータと関連付けながら，以下

の視点から研究を進めていく。 

第 1は，外部環境と関連付けながら地下都市空間を中心

にエネルギー消費量及び関連項目の分析，省エネ余地の試

算を行う。また住宅の再エネと太陽光発電パネル設置によ

るカーボンニュートラルへの貢献可能性を検討していく。 

第 2は，エネルギーマネジメント，直流化という観点か

ら郊外と地下都市空間をつなぐ媒体としての次世代自動

車の可能性を検討していく。 

 第 3は，地下都市空間での環境状況，個人の行動様式の

現状を把握するために目視観察調査及びアンケート調査

を実施する。ひとつは，セントラルパークを含む都市居住

環境の充実を目的に，カフェをワークスペースとして代替

利用する利用客の行動実態を把握し，セントラルパークに

おけるレンタルシェアオフィスやワークスペースの需要

度の考察へとつなげていく。次にこれらのデータを活用し

て，「人流解析による密の緩和及び人流の最適化」研究を

展開していく予定である。具体的には防犯カメラ，もしく

は定点観測データから画像処理技術を用いて，個人を機械

的に把握し，ボトルネックとなっている個人の意識・行動

を抽出していく。 

 第 4 は，2050 年ゼロカーボン社会の構築に最適な環境

配慮行動とは何かを明らかにし，モデル化していく。まず

アンケート調査を中心に理想のゼロカーボン社会と社会

一般が認識しているゼロカーボン社会のギャップを抽出

する。次にゼロカーボン社会の実現に向けて実践している

社会一般の行動と理想の行動とのギャップを抽出する。こ

れらのギャップを埋めるために必要となる，また理想の行

動へと変容させるナッジの設計を検討していく。 

 
5．．本本研研究究にに関関すするる発発表表 
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